
◎道路交通法の一部を改正する法律 
（平成一九年六月二〇日法律第九〇号）   

一、提案理由（平成一九年三月二九日・参議院内閣委員会） 

○国務大臣（溝手顕正君） ただいま議題となりました道路交通法の一部を改正する法

律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 この法律案は、最近における道路交通をめぐる情勢に対応して、交通事故の防止その

他交通の安全と円滑を図るため、飲酒運転を行った者等に対する罰則の強化及び運転免

許を取り消された場合における運転免許を受けることができない期間の延長、七十五歳

以上の運転者に対する認知機能検査制度の導入、後部座席ベルトの装着の義務付け等を

行うことをその内容としております。 

 以下、項目ごとにその概要を御説明いたします。 

 第一は、悪質・危険運転者対策の推進を図るための規定の整備であります。 

 その一は、飲酒運転を行った者等に対する罰則を引き上げるほか、酒気を帯びている

者で飲酒運転を行うおそれがあるものに対し車両等を提供する行為及び自己の運送の要

求等をして飲酒運転が行われている車両等に同乗する行為を禁止するなどするものであ

ります。 

 その二は、救護義務に違反した一定の者に対する罰則を引き上げるものであります。 

 その三は、一定の悪質な違反行為をしたこと等を理由として、公安委員会が運転免許

を取り消したときにおける運転免許の欠格期間の上限を引き上げるものであります。 

 その四は、警察官が運転免許証等の提示を求めることができる規定の見直しをするも

のであります。 

 第二は、高齢運転者対策等の推進を図るための規定の整備であります。 

 その一は、七十五歳以上の者は、運転免許証の更新を受けようとする場合等には、認

知機能に関する検査を受けなければならないこととし、公安委員会は、当該検査を受け

た者が一定の基準に該当するときは、臨時に適性検査を行うこととするものであります。 

 その二は、七十歳以上の者は、更新期間が満了する日の六月前から高齢者講習を受講

することができることとするものであります。 

 その三は、七十五歳以上の者及び聴覚障害者は、普通自動車を運転する場合において、

一定の標識を表示しなければならないこととするなどするものであります。 

 第三は、自転車利用者対策の推進を図るための規定の整備であります。 

 その一は、普通自転車は、その運転者が児童等である場合、車道等の状況に照らして

歩道を通行することがやむを得ない場合等には、歩道を通行することができることとす

るものであります。 

 その二は、児童等を保護する責任のある者は、児童等を自転車に乗車させるときは、

乗車用ヘルメットをかぶらせるよう努めねばならないこととするものであります。 

 第四は、自動車の運転者は、助手席以外についても、座席ベルトを装着しない者を乗



車させて自動車を運転してはならないこととするものであります。 

 第五は、その他の規定の整備であります。 

 その一は、警察署長は、車両移動保管関係の事務を一定の法人に委託することができ

ることとし、指定車両移動保管機関制度を廃止することとするものであります。 

 その二は、安全運転管理者に関する規定を整備するものであります。 

 なお、この法律の施行日は、七十五歳以上の者及び聴覚障害者の標識の表示等に関す

る規定、自転車利用者対策の推進を図るための規定、座席ベルト装着に関する規定、車

両移動保管関係事務の委託に関する規定、安全運転管理者に関する規定については公布

の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日、認知機能検査に関す

る規定、高齢者講習に関する規定、免許の欠格期間の上限引上げに関する規定について

は公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日、その他の部分

については公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日として

おります。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同賜らんことをお願い申し上げます。 

二、参議院内閣委員長報告（平成一九年四月一八日） 

○藤原正司君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近における道路交通をめぐる情勢に対応して、交通事故の防止その他

交通の安全と円滑を図るため、飲酒運転を行った者等に対する罰則の強化、運転免許を

取り消された場合における運転免許を受けることができない期間の延長、七十五歳以上

の者に対する認知機能検査制度の導入、七十五歳以上の者及び聴覚障害者が普通自動車

を運転する場合の標識の表示義務付け、普通自転車の歩道通行要件の明確化など自転車

利用者対策に関する規定の整備、後部座席に係る座席ベルトの装着の義務付け等を行お

うとするものであります。 

 委員会におきましては、溝手国家公安委員会委員長等に対して質疑を行い、また、四

名の参考人から意見を聴取いたしました。 

 委員会における主な質疑の内容は、刑法及び道路交通法の改正に伴う飲酒運転等の抑

止効果、運転者に酒類を提供した者に対する罰則適用の要件、高齢者及び聴覚障害者に

対して標識の表示を義務化し、罰則規定を設けた理由とその妥当性、高齢者に対する認

知機能検査の在り方、自転車利用者のルールの徹底と今後の対策の方向性、後部座席に

おける座席ベルトの装着率向上策等でありますが、その詳細は会議録によって御承知願

います。 

 昨日、質疑を終わり、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し八項目から成る附帯決議を行いました。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について万全を期すべきである。 

一、飲酒運転等の悪質・危険運転の根絶に向け、本法をはじめとする関係法令の適正か

つ厳格な適用に努めるとともに、国、地方公共団体等が一体となって、飲酒運転等に対

する国民の一層の意識改革が図られるようにすること。 

二、アルコールを検知するとエンジンがかからなくなる「インターロック装置」等の技

術開発の促進、自動車運転代行業の更なる利用のための環境整備を行うなど、飲酒運転

を防止するための総合的な対策を講ずること。 

三、七十五歳以上の高齢運転者及び聴覚障害者が普通自動車を運転する際の標識の表示

義務については、本法施行後の事故実態等を分析し、関係者の意見を十分聴取しつつそ

の在り方に検討を加え、必要に応じ見直しを行うこと。 

四、聴覚障害者に対する普通自動車免許の付与についての施行状況を見ながら、運転免

許の付与条件の妥当性について引き続き検討を行うとともに、原動機付き自転車等、運

転することができる自動車の種類の拡大について調査・検討を行うこと。検討に当たっ

ては、諸外国の状況に配意するとともに、聴覚障害者団体との意見交換を実施すること。 

五、自転車による交通事故の減少に向け、本法の的確な実施を確保するとともに、都市

空間における自動車、自転車及び歩行者の各交通主体が円滑な通行を行うことができる

よう、関係省庁等が密接な連携を図り、自転車の走行空間の早期整備に努めること。 

六、自転車の車道通行の原則及び自転車利用者のルールについて国民各層に周知徹底す

るため、適時適切な広報活動を行うとともに、学校、地域社会等において十分な教育、

啓発を行うことができるよう環境整備を行うこと。また、交通の教則における自転車の

通行ルールに関する記載を充実するとともに、地域交通安全活動推進委員に対して自転

車の通行方法についての講習を実施すること。 

七、後部座席のシートベルトの着用についてはその効果に関する積極的な広報活動に努

め、国民の理解を得るとともに、後部座席におけるシートベルトの着用率が低迷してい

る背景を十分に分析し、締めやすいシートベルトへの改善を促進する等、着用率向上の

ための有効な施策を講ずること。 

八、本法に係る政令等の制定及び運用に際しては、本委員会における議論を十分に尊重

するとともに、国民への周知徹底を積極的に図ること。 

  右決議する。 

三、衆議院内閣委員長報告（平成一九年六月一四日） 

○河本三郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案の主な内容を申し上げます。 

 第一は、飲酒運転を行った者等に対する罰則を引き上げるほか、酒気を帯びている者



で飲酒運転を行うおそれがあるものに対し車両等を提供する行為等、飲酒運転の周辺者

に対する制裁を強化するものであります。 

 また、救護義務に違反した一定の者に対する罰則を引き上げるものであります。 

 第二は、七十五歳以上の者は、運転免許証の更新を受けようとする場合等には、認知

機能に関する検査を受けなければならないこととし、公安委員会は、当該検査を受けた

者が一定の基準に該当するときは、臨時に適性検査を行うこととするものであります。 

 また、七十五歳以上の者及び聴覚障害者は、普通自動車を運転する場合においては、

一定の標識を表示しなければならないこと等とするものであります。 

 第三は、普通自転車は、その運転者が児童等である場合等には、歩道を通行すること

ができることとするものであります。 

 また、児童等を保護する責任のある者は、児童等を自転車に乗車させるときは、乗車

用ヘルメットをかぶらせるよう努めなければならないこととするものであります。 

 第四は、自動車の運転者は、助手席以外についても、座席ベルトを装着しない者を乗

車させて自動車を運転してはならないこととするものであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る六月五日本委員会に付託され、翌六日溝手国

家公安委員会委員長から提案理由の説明を聴取し、六月八日から質疑に入り、参考人か

らの意見聴取を行うなど慎重に審査を行い、六月十三日質疑を終局いたしました。質疑

終局後、直ちに採決いたしましたところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可決す

べきものと決した次第であります。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年六月一三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、国・地方公共団体は、関係法令の適正かつ厳格な運用を行うとともに、飲酒運転・

危険運転等根絶に向けて、飲酒に寛容な社会の意識改革を国民に求め、その違法性及び

危険性をさらに周知徹底させるべきである。 

  また、飲酒運転するおそれのあるものに車両を提供する等の飲酒運転の周辺者への

取締りについては、適正かつ公平に行うこと。 

一、製造者の責務として、自動車の元来秘める危険性及び使用方法について、改めて国

民に説明を徹底させ、特に飲酒運転防止のためのアルコール検知機能付「インターロッ

ク装置」、交通事故前後の画像を保存する「ドライブレコーダー」をはじめ事故を未然

に防止するあらゆるシステム開発を促進させるよう、当該業界に指導徹底するとともに、

その普及等に向けて積極的に検討を行うこと。 

一、飲酒運転の根絶をさらに進めるため、密閉されていないアルコール飲料を車両等に

積載して運転する行為の禁止について検討すること。 

一、高齢運転者の事故防止に当たっては、講習内容の充実、自主的な免許返納への優遇



措置、代替交通手段の確保等の各種施策を総合的に検討し、効果的な対策に努めること。 

  また、高齢運転者に対する認知機能検査については、具体的な手続きや内容を適切

なものにし、高齢運転者に過度の負担とならないものとするよう配慮すること。 

一、聴覚障害者が普通自動車を運転する際の標識の表示義務については、周囲の運転者

が聴覚障害者に配慮すべきことを周知徹底させるとともに、今後、聴覚障害者団体や関

係者等の意見に十分留意し、必要に応じ見直しを検討すること。 

一、聴覚障害者に対する普通自動車免許の付与条件の妥当性については、諸外国の状況

に配意し、引き続き聴覚障害者団体や関係者等との意見交換を実施し、必要に応じ見直

しを検討すること。 

一、児童・幼児の自転車乗用時の乗車用ヘルメットの着用について、教育機関等と連携

し、保護者や児童に広く周知し、その促進に努めること。また、今後の着用率の推移を

見ながら、義務化について、引き続き検討を行うこと。 

一、国は、交通事故を減少させ、道路交通の安全を確保するために総合的な交通安全対

策をさらに積極的に進めていくこと。 


